
JP 2014-106721 A 2014.6.9

10

(57)【要約】
【課題】一例として、モーションセンサの検知による不
本意な動作が抑制されやすい電子機器を得る。
【解決手段】実施形態にかかる電子機器は、表示装置と
、タッチセンサと、筐体と、モーションセンサと、を備
える。表示装置は、表示画面を有する。タッチセンサは
、表示装置の表示画面側での操作を検出する。筐体は、
第一の端部と第二の端部とを有し、表示画面が視認可能
な状態に表示装置を支持し、かつ電気部品を収容する。
第一の端部は、表示画面の外縁側に位置され支持部に支
持される。第二の端部は、表示画面の外縁側で第一の端
部とは反対側に位置される。モーションセンサは、筐体
内の第二の端部よりも第一の端部に近い位置に設けられ
る。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表示画面を有した表示装置と、
　前記表示装置の前記表示画面側での操作を検出するタッチセンサと、
　前記表示画面の外縁側に位置され支持部に支持される第一の端部と前記表示画面の外縁
側で前記第一の端部とは反対側に位置された第二の端部とを有し、前記表示画面が視認可
能な状態に前記表示装置を支持し、電気部品を収容した筐体と、
　前記筐体内の前記第二の端部よりも前記第一の端部に近い位置に設けられたモーション
センサと、
　を備えた、電子機器。
【請求項２】
　前記支持部は、コネクタを有し、
　前記筐体内には、前記第一の端部に寄せて、前記コネクタと電気的に接続される第二の
コネクタが設けられた、請求項１に記載の電子機器。
【請求項３】
　前記モーションセンサおよび前記第二のコネクタが設けられた回路基板を備えた、請求
項２に記載の電子機器。
【請求項４】
　前記筐体の、前記第一の端部よりも前記第二の端部側の部分が、第二の支持部で支持さ
れ、
　前記モーションセンサは、前記第二の端部よりも前記第二の支持部に近い位置に設けら
れた、請求項１～３のうちいずれか一つに記載の電子機器。
【請求項５】
　カメラモジュールを備え、
　前記筐体は、前記カメラモジュールが設けられ前記表示画面の外縁側に位置された前記
第一の端部とは異なる第三の端部を有した、請求項１～４のうちいずれか一つに記載の電
子機器。
【請求項６】
　前記第二の端部よりも前記第一の端部に近い位置に設けられたバッテリモジュールを備
えた、請求項１～５のうちいずれか一つに記載の電子機器。
【請求項７】
　前記モーションセンサと離間して位置されたスピーカモジュールを備えた、請求項１～
６のうちいずれか一つに記載の電子機器。
【請求項８】
　前記第一の端部にストラップホールが設けられた、請求項１に記載の電子機器。
【請求項９】
　表示装置と、
　支持部に支持される第一の端部と当該第一の端部の反対側に位置された第二の端部とを
有し、前記表示装置を支持した筐体と、
　前記筐体内の前記第二の端部よりも前記第一の端部に近い位置に設けられたモーション
センサと、
　を備えた、電子機器。
【請求項１０】
　表示装置と、
　支持部に支持される部分と、当該支持される部分とは離間された端部と、を有し、前記
表示装置を支持した筐体と、
　前記筐体内の前記端部よりも前記支持される部分に近い位置に設けられたモーションセ
ンサと、
　を備えた、電子機器。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、電子機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、筐体内にモーションセンサが設けられた電子機器が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－２６２５６３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　この種の電子機器では、モーションセンサの検知に基づく不本意な動作は抑制されるの
が好ましい。
【０００５】
　そこで、本発明の実施形態は、一例として、モーションセンサの検知による不本意な動
作が抑制されやすい電子機器を得ることを目的の一つとする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の実施形態にかかる電子機器は、表示装置と、タッチセンサと、筐体と、モーシ
ョンセンサと、を備える。表示装置は、表示画面を有する。タッチセンサは、表示装置の
表示画面側での操作を検出する。筐体は、第一の端部と第二の端部とを有し、表示画面が
視認可能な状態に表示装置を支持し、かつ電気部品を収容する。第一の端部は、表示画面
の外縁側に位置され支持部に支持される。第二の端部は、表示画面の外縁側で第一の端部
とは反対側に位置される。モーションセンサは、筐体内の第二の端部よりも第一の端部に
近い位置に設けられる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】図１は、第１実施形態にかかる電子機器の一例の正面図である。
【図２】図２は、第１実施形態にかかる電子機器の一例の側面図である。
【図３】図３は、第１実施形態にかかる電子機器の一例の内部構成が示された概略図であ
る。
【図４】図４は、第１実施形態にかかる電子機器の一例を支持する支持部の一例の斜視図
である。
【図５】図５は、第１実施形態にかかる電子機器の一例が支持部の一例に示された状態が
示された正面図である。
【図６】図６は、第１実施形態にかかる電子機器の一例の制御ブロック図である。
【図７】図７は、第２実施形態にかかる電子機器の一例が手で持たれた状態が示された図
である。
【図８】図８は、第２実施形態にかかる電子機器の一例の一部の斜視図である。
【図９】図９は、第３実施形態にかかる電子機器の一例の側面図である。
【図１０】図１０は、第４実施形態にかかる電子機器の一例の正面側から見た斜視図であ
る。
【図１１】図１１は、第４実施形態にかかる電子機器の一例の背面側から見た斜視図であ
る。
【図１２】図１２は、第５実施形態にかかる電子機器の一例の側面図である。
【図１３】図１３は、第６実施形態にかかる電子機器の一例の第一および第二の姿勢での
正面側から見た斜視図である。
【図１４】図１４は、第６実施形態にかかる電子機器の一例の第三の姿勢での正面側から
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見た斜視図である。
【図１５】図１５は、第６実施形態にかかる電子機器の一例の第一の姿勢での背面側から
見た斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下の例示的な複数の実施形態および変形例には、同様の構成要素が含まれる。よって
、以下では、同様の構成要素には共通の符号が付されるとともに、重複する説明が部分的
に省略される。
【０００９】
　また、以下の実施形態および変形例では、電子機器がパーソナルコンピュータとして構
成された場合が例示されるが、本実施形態にかかる電子機器は、これらには限定されない
。本実施形態にかかる電子機器は、例えば、スマートフォンや、携帯電話機、ＰＤＡ（pe
rsonal digital assistant）、電子辞書装置、映像表示装置、テレビ電話機、ソフトキー
ボードを有した表示装置等の種々の電子機器として構成することができる。
【００１０】
＜第１実施形態＞
　図１～３では、便宜上、方向（Ｘ方向、Ｙ方向、Ｚ方向）が示される。Ｘ方向は、表示
画面４ａに対する正面視での長手方向、Ｙ方向は、表示画面４ａに対する正面視での短手
方向、Ｚ方向は表示画面４ａに対する正面視での前方向（筐体３の厚さ方向）である。Ｘ
方向、Ｙ方向、およびＺ方向は、相互に直交する。
【００１１】
　本実施形態では、一例として、図１，２，５等からわかるように、電子機器１Ａの筐体
３は、正面視および背面視では四角形状（本実施形態では一例として長方形状）の外観を
呈する。また、筐体３は、前後方向（筐体３の厚さ方向、Ｚ方向）に薄い偏平な直方体状
に構成される。筐体３は、面３ａ（正面、前面、表面、面部）とその反対側の面３ｂ（背
面、後面、裏面、面部）と、を有する。面３ａと面３ｂとは互いに反対側を向いた姿勢で
（本実施形態では一例として平行に）設けられる。筐体３は、正面視では、四つの端部３
ｃ～３ｆ（辺部、縁部）と、四つの角部３ｇ～３ｊ（尖部、曲部、端部）と、を有する。
端部３ｃ，３ｅは、長辺部の一例である。端部３ｄ，３ｆは、短辺部の一例である。また
、筐体３は、面３ａと面３ｂとの間に亘った四つの面３ｐ（側面、面部）を有する。なお
、複数の面３ｐは、明確に分離される必要は無く、屈曲部等を介して滑らかに繋がっても
よい。また、以下では、便宜上、図２の上側（表示画面４ａの法線方向）を正面側、図２
の下側（正面側とは反対側）を背面側と記す。
【００１２】
　また、筐体３は、正面側に位置された壁部３ｋ（部分、プレート、フレーム、前壁部、
表壁部、天壁部）と、背面側に位置された壁部３ｍ（部分、プレート、後壁部、裏壁部、
底壁部）と、を有する。壁部３ｋ，３ｍは、四角形状（本実施形態では一例として長方形
状）である。壁部３ｋには、四角形状の開口部３ｒが設けられる。よって、壁部３ｋは、
四角形状の枠状である。表示装置４の表示画面４ａは、タッチパネル５（タッチセンサ、
入力操作パネル）の透明部で覆われる。表示画面４ａは、開口部３ｒを介して、視認可能
である。壁部３ｋは、表示装置４を囲う。壁部３ｍは、四角形状の板状である。壁部３ｍ
は、表示装置４の表示画面４ａの反対側に位置された裏面（図示されず）を覆う。また、
筐体３は、壁部３ｋと壁部３ｍとの間に亘った四つの壁部３ｎ（部分、プレート、側壁部
、端壁部、立壁部、亘部）を有する。壁部３ｎは、壁部３ｍと交叉し、表示装置４の側面
（図示されず）に沿い、当該側面を覆う。なお、壁部３ｍと壁部３ｎとは、必ずしも明確
に分離される必要は無く、屈曲部等を介して滑らかに繋がってもよい。壁部３ｍと壁部３
ｎとの断面は、一連の弧状であってもよい。壁部３ｋと壁部３ｎとも、必ずしも明確に分
離される必要は無く、屈曲部等を介して滑らかに繋がってもよい。壁部３ｋと壁部３ｎと
の断面も、一連の弧状であってもよい。また、図２に示されるように、壁部３ｎには、コ
ネクタやスイッチ（操作部）等が露出する開口部３ｎ１が設けられる。本実施形態では、
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一例として、図２に示された三つの開口部３ｎ１のうち、中央の開口部３ｎ１はコネクタ
１６（第二のコネクタ、図３参照）用の開口部であり、両側の開口部３ｎ１は、スピーカ
モジュール１８用の開口部である。壁部３ｋ，３ｍは、ＸＹ平面に略沿って拡がる。なお
、筐体３は、壁部３ｋと壁部３ｍとの間に位置された壁部（部分、プレート、フレーム、
中間壁部、内壁部、ミドルプレート、ミドルフレーム、第三壁部、図示されず）を有する
ことができる。
【００１３】
　また、本実施形態では、一例として、筐体３は、複数の部材（筐体部材、部品、分割体
）が組み合わせられて構成されることができる。筐体３を構成する部材は、例えば、合成
樹脂材料（プラスチック、エンジニアリングプラスチック等）や、金属材料（アルミニウ
ム合金や、マグネシウム合金、ステンレススチール等）等であることができる。
【００１４】
　また、本実施形態では、一例として、筐体３内には、表示装置４（表示部、ディスプレ
イ、パネル、表示部品）の少なくとも一部が収容される。使用者は、正面側（前方側）か
ら開口部３ｒを介して表示画面４ａを視認することができる。表示装置４は、正面視では
四角形状（本実施形態では一例として長方形状）の外観を呈する。また、表示装置４は、
前後方向（Ｚ方向、筐体３の厚さ方向）に薄い偏平な直方体状に構成される。表示装置４
は、例えば、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ，liquid crystal display）や、有機ＥＬディス
プレイ（ＯＥＬＤ，organic electro-luminescent display）等である。なお、表示装置
４は、フレキシブルディスプレイであることができる。また、タッチパネル５は、表示装
置４内に組み込まれたインセルタッチパネルとして構成することができる。
【００１５】
　また、本実施形態では、一例として、図３に示されるように、筐体３内には、表示装置
４の後側（裏側、背後側、壁部３ｍ側、表示画面４ａとは反対側）に、電気部品１０（部
品）として、回路基板１１（基板、プリント基板、制御基板）や、配線１３（ケーブル、
ハーネス、フレキシブルケーブル、フレキシブルプリント配線板等）、カメラモジュール
１４（カメラユニット、カメラアセンブリ、カメラ、撮像装置）、バッテリモジュール１
５（バッテリ、組電池、セル、モジュール、バッテリパック、バッテリユニット）、コネ
クタ１６（コネクタユニット、コネクタアセンブリ、コネクタモジュール、コネクタ装置
、結合部、接続部）、モーションセンサ１７（モーションセンサモジュール、モーション
検出部）、スピーカモジュール１８（スピーカユニット、スピーカアセンブリ、スピーカ
、音声出力装置）等の電気部品が含まれる。これら電気部品は、配線１３を介して、それ
ぞれ他の電気部品と電気的に接続される。また、筐体３内には、図示されないが、振動発
生部（一例としては、回転シャフトに偏心錘が取り付けられたモータ）等が収容されうる
。また、回路基板１１には、電気部品１０として、種々の部品１２（電子部品、素子、チ
ップ、パッケージ等）が設けられる（実装される）。
【００１６】
　本実施形態では、一例として、バッテリモジュール１５は、リチウムイオン二次電池と
して構成されることができる。本実施形態では、一例として、表示装置４の他、筐体３に
装備された電気部品に、配線１３等を介して、電子機器１Ａが映像を表示したり音声を出
力したりといった動作を行うために必要な電源電力を供給することができる。また、バッ
テリモジュール１５は、配線１３や、導体部（バスバー、図示されず）、コネクタ１６等
を介して回路基板１１等に電気的に接続された外部装置等に電力を供給することもできる
。また、本実施形態では、一例として、バッテリモジュール１５は、正面視や背面視では
四角形状の外観を呈し、筐体３の厚さ方向に薄い偏平な形状を呈する。また、本実施形態
では、一例として、バッテリモジュール１５は、端部３ｃよりも端部３ｅに近い位置に設
けられる。
【００１７】
　本実施形態では、一例として、コネクタ１６は、外部の電子機器等と電気的な接続を確
立するため、他のコネクタモジュール（例えば、スタンド４０のコネクタ４３、図４参照
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）と電気的に接続される。コネクタ１６は、筐体３の内部で、端部３ｅに寄せて設けられ
る。また、本実施形態では、一例として、コネクタ１６は、回路基板１１に設けられる（
実装される）。なお、コネクタ１６が設けられる回路基板１１と、他の部品１２が設けら
れる回路基板１１とを、別個に構成することができる。
【００１８】
　本実施形態では、一例として、モーションセンサ１７は、例えば、加速度センサや、角
加速度センサ、傾きセンサ、振動センサ、６軸センサ等として構成されうる。モーション
センサ１７は、筐体３の姿勢や位置の変化（移動、直線移動、傾き、回転等）を検出する
ことができる。また、本実施形態では、一例として、モーションセンサ１７は、筐体３の
内部で、端部３ｅに寄せて設けられる。モーションセンサ１７は、端部３ｃよりも端部３
ｄに近い位置に設けられる。また、本実施形態では、一例として、モーションセンサ１７
は、コネクタ１６が設けられた回路基板１１に設けられる（実装される）。また、本実施
形態では、一例として、モーションセンサ１７は、コネクタ１６の裏側（とは反対側）に
設けられる。この場合、モーションセンサ１７は、コネクタ１６と、筐体３の厚さ方向に
重なる。
【００１９】
　本実施形態では、一例として、二つのスピーカモジュール１８が、筐体３内の端部３ｅ
に寄せて位置される。また、二つのスピーカモジュール１８は、端部３ｅの中央部（中間
部）よりも角部３ｈ，３ｉに近い位置に設けられる。そして、二つのスピーカモジュール
１８は、モーションセンサ１７とは離間して位置される。
【００２０】
　本実施形態では、一例として、回路基板１１には、例えば、ＣＰＵ（central processi
ng unit）や、グラフィックコントローラ、電源回路部品、ＰＣＨ（platform controller
 hub）、メモリスロットコネクタ、ＬＣＤコネクタ、Ｉ／Ｏ（input/output）コネクタ、
電源コイル、素子、コネクタ等の複数の部品１２を実装することができる。
【００２１】
　また、本実施形態では、一例として、図４，５に示されるように、電子機器１Ａは、ス
タンド４０（支持部、拡張装置、ドック、ドッキングステーション、クレードル）に着脱
可能に支持される。スタンド４０は、ベース部４０ａと、壁部４０ｂ，４０ｃとを、備え
る。ベース部４０ａは、壁部４０ｄ，４０ｅを有する。壁部４０ｅは、スタンド４０が載
置面Ｐ（平面、図５参照）上に載置された場合に、当該載置面Ｐに面する（対向する）。
壁部４０ｄおよび壁部４０ｅは、載置面Ｐの法線方向（直交方向）と交叉し、互いに間隔
をあけて配置される。本実施形態では、一例として、壁部４０ｄ、壁部４０ｅ、ならびに
載置面Ｐは、互いに略平行である。そして、これら壁部４０ｄと壁部４０ｅとの間に、空
間が形成される。この空間内には、回路基板４２等の部品４１（電気部品、図６参照）が
収容される。壁部４０ｂおよび壁部４０ｃは、互いに平行であり、いずれも、載置面Ｐと
交叉しかつ当該載置面Ｐの法線方向とは傾いた方向に延びる。壁部４０ｂ、壁部４０ｄ、
および壁部４０ｃによって略Ｕ字状に囲まれた凹部４０ｉ（収容部、溝部）が構成される
。本実施形態では、一例として、この凹部４０ｉに、電子機器１Ａの筐体３の端部３ｅの
長手方向の中間部分が挿入され、この状態で、筐体３がスタンド４０に支持される。図５
に示される状態で、筐体３の端部３ｅは、壁部４０ｄの面４０ｆ（上面、頂面、表面）に
当接する。よって、本実施形態では、壁部４０ｄは、支持部の一例であり、端部３ｅは、
第一の端部（支持される部分）の一例である。また、図５に示される状態で、電子機器１
Ａは、表示画面４ａが後傾した状態で、スタンド４０に支持される。よって、筐体３の壁
部３ｍは、壁部４０ｃの面４０ｈ（前面、正面、表面）、あるいは壁部４０ｄから離間し
た側の壁部４０ｃの端部４０ｊに当接する。よって、壁部４０ｃは、支持部または第二の
支持部の一例である。さらに、図５に示される状態で、筐体３の端部３ｅは、壁部４０ｂ
の面４０ｇ（後面、背面、裏面）に当接することができる。この場合、壁部４０ｂは、支
持部または第二の支持部の一例である。
【００２２】
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　また、本実施形態では、一例として、図４に示されるように、凹部４０ｉ内では、壁部
４０ｄからコネクタ４３（コネクタユニット、コネクタアセンブリ、コネクタモジュール
、コネクタ装置、結合部、接続部）が突出する。そして、図５に示される状態で、コネク
タ４３は、筐体３の端部３ｅの壁部３ｎに設けられた開口部３ｎ１（図２参照）から筐体
３内に進入する。そして、コネクタ４３とコネクタ１６とが電気的かつ機械的に接続され
る。この状態では、コネクタ１６およびコネクタ４３のそれぞれに設けられた電極（端子
、導電部、図示されず）同士が、弾性的に当接し、それら電極同士が電気的に接続される
。
【００２３】
　本実施形態では、一例として、図６に示されるように、電子機器１Ａは、主制御部３０
や、回路基板１１、表示制御部３１、コントローラ３２，３３、表示装置４、タッチパネ
ル５、コネクタ１６、モーションセンサ１７等を備える。また、スタンド４０は、回路基
板４２や、コネクタ４３、コネクタ４４、等を備える。図６の例では、コネクタ１６とコ
ネクタ４３とが電気的に接続されることにより、電子機器１Ａには、複数のコネクタ４４
が電気的に接続される。すなわち、電子機器１Ａには、コネクタ４３を設けることにより
、コネクタ４４を設けずに済んでいる。よって、スタンド４０は、電子機器１Ａの機能拡
張装置としても機能する。
【００２４】
　また、本実施形態では、一例として、表示制御部３１は、表示画面４ａに所定の画像が
表示されるよう、表示装置４を制御する。コントローラ３２は、タッチパネル５の検出結
果に基づいて、主制御部３０に制御信号を入力する。主制御部３０は、コントローラ３２
からの制御信号に基づいて、表示制御部３１を制御し、表示画面４ａで表示される画像を
制御する。また、コントローラ３３は、モーションセンサ１７の検出結果に基づいて、表
示装置４の表示画面４ａに表示される画像の方向を決定し、主制御部３０に制御信号を入
力する。主制御部３０は、コントローラ３３からの制御信号、すなわちコントローラ３３
で決定された画像の方向に基づいて、表示画面４ａでより適切な状態（方向や大きさ等）
で画像が表示されるよう、表示制御部３１を制御する。コントローラ３２，３３は、それ
ぞれ専用のＩＣとして構成されうるし、統合されたコントローラとして構成されうる。
【００２５】
　ここで、図５に示された状態で、操作者によってタッチパネル５が操作されると、モー
ションセンサ１７でも筐体３の動きや振動が検出される場合がある。電子機器１Ａでは、
例えば、モーションセンサ１７で検出された物理量が所定の閾値より大きいと、コントロ
ーラ３３から主制御部３０に制御信号が入力され、その分、主制御部３０の負荷が増大さ
れやすい。また、例えば、電子機器１Ａが支持される姿勢によっては、あるいはタッチパ
ネル５への入力（押圧力）が比較的大きい場合等にあっては、表示画面４ａの画像の方向
や大きさ等が、不本意に変化する虞もある。すなわち、図５に示された状態で、モーショ
ンセンサ１７の動作によって不都合な事態が生じる虞がある。
【００２６】
　この点、本実施形態では、一例として、図３，５に示されるように、モーションセンサ
１７は、筐体３がスタンド４０に支持される端部３ｅ（第一の端部、支持される部分）に
寄せて位置される。よって、本実施形態によれば、一例としては、端部３ｅ側に位置され
たスタンド４０による筐体３の支持の支点（一例としては、壁部４０ｄと壁部３ｎとの接
触点）からモーションセンサ１７までのモーメントアームがより短いため、モーションセ
ンサ１７の動きが抑制され、モーションセンサ１７で検出される物理量がより小さくなり
やすい。よって、本実施形態によれば、一例としては、上述したような不都合な事態が生
じるのが抑制されやすい。
【００２７】
　本実施形態では、一例として、モーションセンサ１７が端部３ｅに寄せて位置された構
成が例示されるが、他の位置でも同様の効果が得られる場合がある。まず、一例として、
モーションセンサ１７は、表示画面４ａに対する正面視で端部３ｃ（第二の端部、支持さ
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れる部分とは離間された端部）よりも、端部３ｅ（第一の端部、支持される部分）に近い
位置（すなわち、図５の端部３ｃと端部３ｅとの間の中間の線Ｌ１よりも端部３ｅ側とな
る領域Ａ１内）に設けられた場合には、線Ｌ１よりも端部３ｃ側となる領域に設けられた
場合に比べて、スタンド４０による筐体３の支持の支点（一例としては、壁部４０ｄと壁
部３ｎとの接触点）からモーションセンサ１７までのモーメントアームがより短い。よっ
て、一例としては、上述したような不都合な事態が生じ難い。
【００２８】
　また、一例として、スタンド４０の壁部４０ｃ（第二の支持部）によって、端部３ｅよ
りも端部３ｃ側の支持領域（支持位置）で筐体３が支持される構成である場合、モーショ
ンセンサ１７が、表示画面４ａに対する正面視で、端部３ｃよりも、当該支持領域の端部
３ｃ側の端部（一例として、壁部４０ｃの端部４０ｊ）に近い位置（すなわち、図５の端
部３ｃと端部４０ｊとの間の中間の線Ｌ２よりも端部４０ｊ側となる領域Ａ２内）に設け
られた場合には、線Ｌ２よりも端部３ｃ側となる領域に設けられた場合に比べて、スタン
ド４０による筐体３の支持の支点（一例としては、壁部４０ｃと壁部３ｍとの接触点）か
らモーションセンサ１７までのモーメントアームがより短い。よって、一例としては、上
述したような不都合な事態が生じ難い。さらに、かかる構成では、一例として、モーショ
ンセンサ１７が、正面視で、端部３ｅと上記支持領域の端部３ｃ側の端部（一例として、
壁部４０ｃの端部４０ｊ）との間の位置（領域Ａ３内）に設けられた場合にあっても、モ
ーションセンサ１７の動きが抑制され、モーションセンサ１７で検出される物理量がより
小さくなりやすい。よって、一例としては、上述したような不都合な事態が生じ難い。
【００２９】
　また、本実施形態では、一例として、図３に示されるように、コネクタ１６は端部３ｅ
に寄せて（端部３ｃよりも端部３ｅに近付けて）設けられる。モーションセンサ１７は端
部３ｅに寄せて（端部３ｃよりも端部３ｅに近付けて）設けられる。また、スタンド４０
は端部３ｅを支持する。よって、本実施形態によれば、一例としては、電子機器１Ａとス
タンド４０とのコネクタ１６，４３を介しての電気的な接続の確保と、モーションセンサ
１７の動きの抑制とが、両立されやすい。
【００３０】
　また、本実施形態では、一例として、図３に示されるように、モーションセンサ１７と
コネクタ１６とが、同じ回路基板１１に設けられる。よって、一例としては、モーション
センサ１７とコネクタ１６とが別個の回路基板１１に設けられた場合に比べて、装置構成
がより簡素化されやすい。
【００３１】
　また、本実施形態では、一例として、図１に示されるように、カメラモジュール１４は
端部３ｃ，３ｆ（第三の端部）に寄せて（端部３ｄ，３ｅよりも端部３ｃ，３ｆに近付け
て）設けられる。モーションセンサ１７は、端部３ｃ，３ｆとは異なる端部３ｄ，３ｅに
寄せて（端部３ｃ，３ｆよりも端部３ｄ，３ｅ（本実施形態では、一例として端部３ｅ）
に近付けて）設けられる。また、スタンド４０は端部３ｅを支持する。よって、本実施形
態によれば、一例としては、カメラモジュール１４とスタンド４０との干渉の抑制と、モ
ーションセンサ１７の動きの抑制とが、両立されやすい。
【００３２】
　また、本実施形態では、一例として、図３に示されるように、バッテリモジュール１５
が電子機器１Ａの筐体３の端部３ｅに寄せて（端部３ｃよりも端部３ｅに近付けて）設け
られる。バッテリモジュール１５の重量は比較的大きい。よって、筐体３の重心Ｇ（図５
参照）は、バッテリモジュール１５の重心Ｇに近くなる。モーションセンサ１７が筐体３
の重心Ｇから離れるほど、モーションセンサ１７の動きは大きくなりやすい。よって、本
実施形態によれば、一例としては、モーションセンサ１７の動きが抑制されやすい。また
、本実施形態では、一例として、モーションセンサ１７は、重心Ｇから遠い端部３ｃより
も重心Ｇに近い端部３ｅに近い位置に、設けられている。よって、本実施形態によれば、
一例としては、モーションセンサ１７の動きが抑制されやすい。さらに、本実施形態では
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、一例として、モーションセンサ１７は、重心Ｇよりも端部３ｅ（第一の端部、支持され
る部分）に近い位置に、設けられている。よって、本実施形態によれば、一例としては、
モーションセンサ１７の動きが抑制されやすい。
【００３３】
　また、本実施形態では、一例として、スピーカモジュール１８が、モーションセンサ１
７と離間して位置される。仮に、スピーカモジュール１８がモーションセンサ１７に近接
して配置されると、スピーカモジュール１８の音声出力による振動が、モーションセンサ
１７で検知される虞がある。この点、本実施形態によれば、一例としては、モーションセ
ンサ１７の動きが抑制されやすい。
【００３４】
＜第２実施形態＞
　本実施形態にかかる電子機器１Ｂは、上記実施形態と同様の構成を備える。よって、本
実施形態によっても、上記実施形態と同様の構成に基づく同様の結果（効果）が得られる
。ただし、本実施形態では、一例として、図７，８に示されるように、電子機器１Ｂの筐
体３の角部３ｊ（端部）には、ストラップ５０を結びつけるためのストラップホール５１
が設けられる。ストラップホール５１は、端部３ｃと端部３ｆとの間を貫通する貫通孔で
ある。ストラップホール５１が構成されることにより、角部３ｊには、筐体３の厚さ方向
に延びた支柱部５２（支持される部分）が設けられる。このような構成では、図７に示さ
れるように、使用者は、手Ｈで、ストラップホール５１に近い筐体３の角部３ｊ、あるい
は当該角部３ｊに隣接した端部３ｃまたは端部３ｆを持つ。すなわち、本実施形態では、
筐体３の角部３ｊ、端部３ｃ、および端部３ｆが、手Ｈあるいはストラップ５０で支持さ
れる部分（把持部、保持部、支持部）の一例であり、第一の端部の一例である。よって、
これら角部３ｊ、端部３ｃ、および端部３ｆの反対側に位置された角部３ｈ、端部３ｄ、
および端部３ｅが、第二の端部（支持される部分とは離間された端部）の一例である。ま
た、ストラップ５０は、支持部の一例である。
【００３５】
　よって、本実施形態では、一例として、モーションセンサ１７は、表示画面４ａに対す
る正面視で端部３ｅよりも端部３ｃに近い位置（すなわち、図７の端部３ｃと端部３ｅと
の間の中間の線Ｌ４よりも端部３ｃ側となる領域Ａ４内）に設けられた場合、端部３ｄよ
りも端部３ｆに近い位置（すなわち、図７の端部３ｄと端部３ｆとの間の中間の線Ｌ５よ
りも端部３ｆ側となる領域Ａ５内）に設けられた場合、あるいは、線Ｌ４よりも端部３ｃ
側でありかつ線Ｌ５よりも端部３ｆ側である領域（領域Ａ４と領域Ａ５とが重なる領域Ａ
６）内に設けられた場合に、それらの反対側の領域に設けられた場合に比べて、筐体３が
手Ｈで支持される部位（一例としては、角部３ｊ、端部３ｃ、および端部３ｆ）からモー
ションセンサ１７までのモーメントアームがより短い。よって、本実施形態によっても、
一例としては、上述したような不都合な事態が生じ難い。また、本実施形態でも、一例と
して、モーションセンサ１７は、重心Ｇから遠い端部３ｄ，３ｅよりも重心Ｇに近い端部
３ｃ，３ｆに近い位置に、設けられている。よって、本実施形態によれば、一例としては
、モーションセンサ１７の動きが抑制されやすい。さらに、本実施形態でも、一例として
、モーションセンサ１７は、重心Ｇよりも角部３ｊ、端部３ｃ、または端部３ｆ（第一の
端部、支持される部分）に近い位置に、設けられている。よって、本実施形態によれば、
一例としては、モーションセンサ１７の動きが抑制されやすい。
【００３６】
＜第３実施形態＞
　本実施形態にかかる電子機器１Ｃは、上記実施形態と同様の構成を備える。よって、本
実施形態によっても、上記実施形態と同様の構成に基づく同様の結果（効果）が得られる
。ただし、本実施形態では、一例として、図９に示されるように、筐体３には、ヒンジ部
９Ｃを介して、折りたたみ式のスタンド６０（第二の支持部）が連結されている。スタン
ド６０は、筐体３に沿った収納位置と、筐体３から離間した展開位置との間で回動可能（
移動可能）である。図９に示されるスタンド６０を展開した状態では、筐体３の端部３ｅ
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が載置面Ｐに載せられて（置かれて）支持されるとともに、ヒンジ部９Ｃが設けられた壁
部３ｎの長手方向の中間の部分３ｓ（支持される部分）がスタンド６０に支持される。部
分３ｓは、端部３ｅよりも端部３ｃ側に位置される。本実施形態では、一例として、モー
ションセンサ１７が、表示画面４ａに対する正面視で端部３ｃ（第二の端部）よりも、端
部３ｅ（第一の端部）に近い位置（すなわち、端部３ｃと端部３ｅとの間の中間の線Ｌ１
よりも端部３ｅ側となる領域Ａ１内）に設けられた場合、あるいは、端部３ｃよりも、部
分３ｓ（ヒンジ部９Ｃ）に近い位置（すなわち、端部３ｃと部分３ｓとの間の中間の線Ｌ
７よりもヒンジ部９Ｃ側となる領域Ａ７内）に設けられた場合、あるいはスタンド６０内
に設けられた場合には、上述したような不都合な事態が生じ難い。
【００３７】
＜第４実施形態＞
　本実施形態にかかる電子機器１Ｄは、上記実施形態と同様の構成を備える。よって、本
実施形態によっても、上記実施形態と同様の構成に基づく同様の結果（効果）が得られる
。ただし、本実施形態では、一例として、図１０，１１に示されるように、筐体３には、
ヒンジ部９Ｄを介して、固定式のスタンド７０（支持部、脚部、アーム部）が連結されて
いる。スタンド７０は、ベース部７１と、アーム部７２と、を有する。ベース部７１は、
Ｖ字状の外観を呈し載置面に載置される。アーム部７２は、ベース部７１のＶ字の角部か
ら突出される。そして、アーム部７２の先端部分と、筐体３の壁部３ｍの略中央の部分３
ｔ（支持される部分）とが、ヒンジ部９Ｄを介して回動可能に接続されている。ヒンジ部
９Ｄは、筐体３の３次元的な回動（ピボット、スイベル、チルト等）を可能とする。ヒン
ジ部９Ｄは、例えば、回動抵抗トルク（筐体３の姿勢保持トルク）が与えられたボールジ
ョイントとして構成することができる。本実施形態では、一例として、モーションセンサ
１７が、表示画面４ａに対する正面視で端部３ｃ～３ｆ（支持される部分３ｔとは離間さ
れた端部）よりも、支持される部分３ｔに近い位置、すなわち、部分３ｔと各端部３ｃ～
３ｆとの中間線で囲まれた領域Ａ８内に設けられた場合に、上述したような不都合な事態
が生じ難い。
【００３８】
＜第５実施形態＞
　本実施形態にかかる電子機器１Ｅは、上記実施形態と同様の構成を備える。よって、本
実施形態によっても、上記実施形態と同様の構成に基づく同様の結果（効果）が得られる
。ただし、本実施形態では、一例として、図１２に示されるように、筐体３の端部３ｅに
隣接されたスタンド８０（拡張部、圧肉部、筐体の一部、支持される部分）が設けられて
いる。スタンド８０の厚さは、端部３ｃとは反対側に向かうほど大きい。スタンド８０は
、面８０ａ，８０ｂ，８０ｃを有する。面８０ａ（端部）は、平面状に構成される。面８
０ｂは、表示画面４ａと略沿って平面状に構成される。面８０ｃは、筐体３の面３ｂに連
なって曲がっている。面８０ａと面８０ｂとは、鋭角に配置される。また、スタンド８０
内には、バッテリや、回路基板（いずれも図示されず）等が収容される。本実施形態では
、一例として、電子機器１Ｅの重心Ｇが、端部３ｃよりも面８０ａの近くに位置されてい
る。このような構成を有した電子機器１Ｅは、図１２に示されるように、載置面Ｐ上に面
８０ａを載せ、起立した状態で置くことができる。本実施形態では、一例として、モーシ
ョンセンサ１７は、表示画面４ａに対する正面視で端部３ｃ（スタンド８０とは離間され
た端部）よりも、スタンド８０（の面８０ａ、第一の端部、支持される部分）に近い位置
、すなわち、端部３ｃと面８０ａとの間の中間線Ｌ９よりも面８０ａ側の領域Ａ９内に設
けられた場合には、上述したような不都合な事態が生じ難い。また、本実施形態でも、一
例として、モーションセンサ１７は、重心Ｇから遠い端部３ｃよりも重心Ｇに近い端部と
しての面８０ａに近い位置に、設けられている。よって、本実施形態によれば、一例とし
ては、モーションセンサ１７の動きが抑制されやすい。さらに、本実施形態でも、一例と
して、モーションセンサ１７は、重心Ｇよりも面８０ａ（第一の端部、支持される部分）
に近い位置に、設けられている。よって、本実施形態によれば、一例としては、モーショ
ンセンサ１７の動きが抑制されやすい。
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【００３９】
＜第６実施形態＞
　本実施形態にかかる電子機器１Ｆは、上記実施形態と同様の構成を備える。よって、本
実施形態によっても、上記実施形態と同様の構成に基づく同様の結果（効果）が得られる
。ただし、本実施形態では、一例として、図１３～１５に示されるように、電子機器１Ｆ
は、二つの筐体２，３を備え、二つの筐体２，３が厚さ方向に重なったタブレットモード
（スレートモード、図１４）と、筐体２と筐体３とがヒンジ部９Ｆ（図１５参照）を介し
て回動可能に接続されたクラムシェルモード（ノートモード、図１３，１５）と、で使用
することができる。
【００４０】
　本実施形態では、一例として、図１５に示されるように、筐体２，３は、可動機構９０
を介して連結されている。可動機構９０は、レール９１と、スライダ９２と、リンクアー
ム９３と、を有する。レール９１は、筐体３の壁部３ｍ（面３ｂ）側で、端部３ｄ，３ｆ
に沿って延びている。スライダ９２は、レール９１に、往復動可能に支持されている。リ
ンクアーム９３は、スライダ９２と筐体２とを回動可能に連結している。ユーザは、図１
４に示されるタブレットモードから、筐体３を筐体２の面２ａに沿ってスライドさせ、図
１５に示されるように、リンクアーム９３を介してスライドさせた筐体３を筐体２に対し
て起立させることで、クラムシェルモードに移行することができる。また、電子機器１Ｆ
は、図１３に二点鎖線で示された筐体３の状態のままで使用することもできる。
【００４１】
　筐体２は、正面視および背面視では四角形状（本実施形態では一例として長方形状）の
外観を呈する。また、筐体２は、前後方向（筐体２の厚さ方向）に薄い偏平な直方体状に
構成される。筐体２は、面２ａ（正面、前面、表面、面部）とその反対側の面２ｂ（背面
面、後面、裏面、面部）と、を有する。面２ａと面２ｂとは互いに反対側を向いた姿勢で
（本実施形態では一例として平行に）設けられる。筐体２は、正面視では、四つの端部２
ｃ～２ｆ（辺部、縁部）と、四つの角部２ｇ～２ｊ（尖部、曲部、端部）と、を有する。
端部２ｃ，２ｅは、長辺部の一例である。端部２ｄ，２ｆは、短辺部の一例である。また
、筐体２は、面２ａと面２ｂとの間に亘った四つの面２ｐ（側面、面部）を有する。なお
、複数の面２ｐは、明確に分離される必要は無く、屈曲部等を介して滑らかに繋がっても
よい。
【００４２】
　また、筐体２は、正面側に位置された壁部２ｋ（部分、プレート、フレーム、前壁部、
表壁部、天壁部）と、背面側に位置された壁部２ｍ（部分、プレート、後壁部、裏壁部、
底壁部）と、を有する。壁部２ｋ，２ｍは、四角形状（本実施形態では一例として長方形
状）である。壁部２ｋには、四角形状の開口部２ｒが設けられる。開口部２ｒからは、キ
ーボードモジュール６（入力操作部、入力受付部、入力部）が露出している。壁部２ｋは
、キーボードモジュール６を囲う。壁部２ｍは、四角形状の板状である。また、壁部２ｋ
には、ポインティングデバイス７（タッチパッド、入力操作部、入力受付部、入力部）も
設けられている。
【００４３】
　また、筐体２は、壁部２ｋと壁部２ｍとの間に亘った四つの壁部２ｎ（部分、プレート
、側壁部、端壁部、立壁部、亘部）を有する。壁部２ｎは、壁部２ｋ，２ｍとの間に亘り
、壁部２ｋ，２ｍと交叉する。なお、壁部２ｍと壁部２ｎとは、必ずしも明確に分離され
る必要は無く、屈曲部等を介して滑らかに繋がってもよい。壁部２ｍと壁部２ｎとの断面
は、一連の弧状であってもよい。壁部２ｋと壁部２ｎとも、必ずしも明確に分離される必
要は無く、屈曲部等を介して滑らかに繋がってもよい。壁部２ｋと壁部２ｎとの断面も、
一連の弧状であってもよい。また、本実施形態では、一例として、筐体２は、複数の部材
（筐体部材、部品、分割体）が組み合わせられて構成されることができる。筐体２を構成
する部材は、例えば、合成樹脂材料（プラスチック、エンジニアリングプラスチック等）
や、金属材料（アルミニウム合金や、マグネシウム合金、ステンレススチール等）等であ
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【００４４】
　図１３，１５に示されるクラムシェルモードでは、筐体２が支持部の一例である。よっ
て、本実施形態でも、一例として、モーションセンサ１７が、表示画面４ａに対する正面
視で端部３ｃ（第二の端部）よりも、端部３ｅ（第一の端部）に近い位置（すなわち、端
部３ｃと端部３ｅとの間の中間の線Ｌ１よりも端部３ｅ側となる領域Ａ１内）に設けられ
た場合、あるいは、支持部の一例である筐体２内に設けられた場合には、上述したような
不都合な事態が生じ難い。
【００４５】
　以上、本発明の実施形態および変形例を例示したが、上記実施形態および変形例はあく
まで一例であって、発明の範囲を限定することは意図していない。これら実施形態および
変形例は、その他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない
範囲で、種々の省略、置き換え、組み合わせ、変更を行うことができる。これら実施形態
および変形例は、発明の範囲や要旨に含まれるとともに、特許請求の範囲に記載された発
明とその均等の範囲に含まれる。また実施形態と変形例との間で、構成要素を部分的に置
き換えることも可能である。また、各構成要素のスペック（構造や、種類、方向、形状、
大きさ、長さ、幅、厚さ、高さ、数、配置、位置、材質等）は、適宜に変更して実施する
ことができる。
【符号の説明】
【００４６】
　１Ａ～１Ｆ…電子機器、３…筐体、３ｅ…端部（第一の端部、支持される部分、第二の
端部、支持される部分とは離間された端部）、３ｃ…端部（第二の端部、支持される部分
とは離間された端部、第三の端部、第一の端部、支持される部分）、３ｄ…端部（第二の
端部、支持される部分とは離間された端部）、３ｆ…端部（第三の端部、第一の端部、支
持される部分、支持される部分とは離間された端部）、４…表示装置、４ａ…表示画面、
５…タッチパネル（タッチセンサ）、１０…電気部品、１１…回路基板、１４…カメラモ
ジュール、１５…バッテリモジュール、１６…コネクタ（第二のコネクタ）、１７…モー
ションセンサ、１８…スピーカモジュール、４０…スタンド（支持部）、４０ｃ…壁部（
第二の支持部）、４０ｄ…壁部（支持部）、４３…コネクタ。
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